別記様式１（第７関係）
番　 　   　号
年　　月　　日
　（事業承認者）　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　団　　体　　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職及び氏名  　　　　    印
平成○年度農山漁村活性化再生可能エネルギー総合推進事業の事業実施計画の承認（変更又は中止若しくは廃止の承認）申請について
農山漁村６次産業化対策事業実施要綱（平成24年４月20日付け23食産第4049号農林水産事務次官依命通知）第５の１（注１）の規定に基づき、関係書類（注２）を添えて、承認（変更又は中止若しくは廃止の承認）を申請する。
　（変更の理由）

　　　○○○○○○○○○○（注４）

　（中止又は廃止の理由）

　　　○○○○○○○○○○（注５）

（注１）変更又は中止若しくは廃止の承認申請の場合は、「第５の２」とする。

（注２）関係書類として、以下を添付すること。

　①　農山漁村活性化再生可能エネルギー事業化推進事業

　　　（継続して本事業を実施する事業実施主体用） ・・・・・・別添１

　②　農山漁村活性化再生可能エネルギー事業化サポート事業・・別添２

（注３）特認団体として申請する事業実施主体は、別添３を添付すること。

（注４）事業の内容の変更の承認申請の場合には、その変更の理由を記載し、承認通知があった事業実施計画の事業の内容等と容易に比較対照できるよう、事業実施計画の変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記入すること。ただし、事業内容のうち当該変更の対象外となるものについては省略する。

（注５）事業の中止又は廃止の承認申請の場合には、その理由を記載すること。
（別添１）（第７関係）
　農山漁村活性化再生可能エネルギー事業化推進事業実施計画書
　（継続して本事業を実施する事業実施主体用）
	（１）事業実施主体の概要

	※営業経歴（沿革）など事業実施主体の概要を記載すること。
 　 

	事
業
担
当
者
名
及
び
連
絡
先
	氏名（ふりがな）

	
	所属（部署名等）

	
	役職

	
	所在地

	
	電話番号
	 ＦＡＸ

	
	メールアドレス
	 ＵＲＬ

	（２）事業の実施体制

	※１　責任体制が把握できるように記載すること。
２　補助事業を実施できる能力、補助事業に係る経理その他の事務について適切な管理体制及び処理能力を有する内容を示すこと。
３　事業に関係する者の全体像が把握できるように記載すること。



	（３）事業の概要

	※１　事業の趣旨、目的、内容等について記載すること。
２　発電事業を予定している事業体について、農林漁業者等が事業体の意思決定を実質的に支配する体制が構築されているか（又はその予定であるか）が分かるように記載すること。
３　発電事業を予定している事業体と発電事業及び農林漁業の発展に資する取組に関連する者との連携・調整する体制が構築されているか（又はその予定であるか）が分かるように記載すること。
４　設置を予定している発電設備の技術の概要が分かるように記載すること。
５　農林漁業の生産活動に対する悪影響の回避、施設周辺の住民や環境への配慮等に係る検討方針が分かるように記載すること。
６　これまでの成果を踏まえて記載すること。　
　　

	（４）これまでの事業の成果

	※１　これまでの事業の進捗状況及び成果が分かるように記載すること。
２　これまで事業を実施した中で明らかとなった課題及びその克服方法を具体的に記載すること。



	（５）事業の実施方法

	※事業の実施手順等について記載すること。


	（６）事業実施のスケジュール

	※発電事業を開始するまでの事業全体の実施期間とスケジュールを明示した上で、申請した年度に行う取組が分かるように記載すること｡（なお、複数年度にわたって事業を実施することは可能であるが、現段階において次年度以降の予算が確保されているものではないことに留意｡）


	（７）事業目標

	※発電事業の開始予定年月日、発電出力、年間総発電電力量、売電収入の活用方法等の事業目標を具体的かつ定量的に記載すること。



	（８）事業経費の配分及び積算内訳

	                                                             　　     （単位：千円）

	
	区　　分

	
	備　　考

	

	
	
	事業費

	国庫補助金
	自己負担
	その他
	
	

	
	１　発電事業の開始に向けた各種取組経費
２　報告書作成費　

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	※１　備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠(経費内容、単価、数量、員数等)を詳細に記載すること。

２　仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」と、当該税額がない場合には「該当なし」と、当該税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

３　他者に事業の一部を委託して行わせる場合は、委託先名（委託先が決定している場合）、委託する事業の内容及びそれに要する経費を備考欄に記載すること。


※欄に収まらない場合は別葉とすることができる。
（添付資料）
　１　事業実施主体の概要（団体概要等）が分かる資料
　　・　事業実施主体が民間企業である場合にあっては、営業経歴（沿革）及び直前３カ年分の決算（事業）報告書（又はこれに準ずるもの）
　　・　事業実施主体が民間企業以外の者である場合にあっては、定款及び直前３カ年分の決算（事業）報告書（又はこれに準ずるもの）
　　・　事業実施主体が特認団体である場合にあっては、当該団体の概要（別添３）
　　・　その他事業実施主体の概要（団体概要等）が分かる資料（パンフレット、リーフレット等）
　２　事業費の積算に専門員手当、委員謝金又は補助賃金を計上する場合には、その根拠資料
　３　他者に事業の一部を委託して行わせる場合には、委託契約書の案
　４　他者に事業の一部を委託して行わせる場合には、一般競争入札により決定することが原則であるが、一般競争入札を行うことが困難又は不適当であり委託先が決定している場合には、それを行うことが困難又は不適当である理由及び委託先の概要が分かる資料
（別添２）（第７関係）

　農山漁村活性化再生可能エネルギー事業化サポート事業実施計画書
	（１）事業実施主体の概要

	※１　営業経歴（沿革）など事業実施主体の概要を記載すること。

２　組織運営の公開性（インターネットによる公表等）を示す内容を記載すること。

３　多様な再生可能エネルギー発電事業に関する専門的知見を十分に有していることが分かるように記載すること。

４　農林漁業と調和した再生可能エネルギー発電事業の推進に関する活動について、どのような団体と連携を図ってきたか、どのような団体に対して推進活動を行ってきたか等について実績があれば、具体的に記載すること。
 　 

	事
業
担
当
者
名
及
び
連
絡
先
	氏名（ふりがな）

	
	所属（部署名等）

	
	役職

	
	所在地

	
	電話番号
	 ＦＡＸ

	
	メールアドレス
	 ＵＲＬ

	（２）事業の実施体制

	※１　責任体制が把握できるように記載すること。

２　補助事業を実施できる能力、補助事業に係る経理その他の事務について適切な管理体制及び処理能力を有する内容を示すこと。

３　事業に関係する者の全体像が把握できるように記載すること。



	（３）事業の概要

	※事業の趣旨、目的、内容等について記載すること。


	（４）事業の実施方法

	※事業の実施手順等について記載すること。


	（５）事業実施のスケジュール

	※事業全体の実施期間とスケジュールを記載すること。


	（６）事業目標

	※事業目標を具体的かつ定量的に記載すること。


	（７）プラットフォームの構築

	※発電事業の開始予定年月日、発電出力、年間総発電電力量、売電収入の活用方法等の事業目標を具体的かつ定量的に記載すること。


	（８）その他の効果

	※その他見込まれる効果について記載すること。


	（９）事業経費の配分及び積算内訳

	                                                             　　     （単位：千円）

	
	区　　分

	
	備　　考

	

	
	
	事業費

	国庫補助金
	自己負担
	その他
	
	

	
	１　事例収集・分析　費
２　研修会開催費
３　個別事業相談費
４　ワークショップ　開催費
５　報告書作成費

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	※１　備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠(経費内容、単価、数量、員数等)を詳細に記載すること。

２　仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」と、当該税額がない場合には「該当なし」と、当該税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

３　他者に事業の一部を委託して行わせる場合は、委託先名（委託先が決定している場合）、委託する事業の内容及びそれに要する経費を備考欄に記載すること。


※欄に収まらない場合は別葉とすることができる。
（添付資料）
　１．事業実施主体の概要（団体概要等）が分かる資料
　　・　事業実施主体が民間企業である場合にあっては、営業経歴（沿革）及び直前３カ年分の決算（事業）報告書（又はこれに準ずるもの）
　　・　事業実施主体が民間企業以外の者である場合にあっては、定款及び直前３カ年分の決算（事業）報告書（又はこれに準ずるもの）
　　・　事業実施主体が特認団体である場合にあっては、当該団体の概要（別添３）
　　・　その他事業実施主体の概要（団体概要等）が分かる資料（パンフレット、リーフレット等）
　２　事業費の積算に専門員手当、講師謝金又は補助賃金を計上する場合は、その根拠資料
　３　他者に事業の一部を委託して行わせる場合は、委託契約書の案
　４　他者に事業の一部を委託して行わせる場合は、一般競争入札により決定することが原則であるが、一般競争入札を行うことが困難又は不適当であり委託先が決定している場合は、それを行うことが困難又は不適当である理由及び委託先の概要が分かる資料
（別添３）（第７関係）
　
特　認　団　体　の　概　要
１　団体の名称
２　主たる事務所の所在地
３　代表者の役職及び氏名
４　設立年月日
５　事業年度（　月～　月）
６　構成員の概要
	名　称
	所在地
	代表者氏名
	概　要
	備　考

	
	
	
	※事業概要、従業員数、資本金、  売上高等について記載

	


７　設立目的
８　事業の内容
９　特記すべき事項
10　添付書類
(1)　定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約（又はこれに準ずるもの）及び総会等で承認されている直近の事業計画及び収支予算等
(2)　新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（設立総会資料、設立総会議事録等）
(3)　その他参考資料
別記様式３（第８関係）
番　 　   　号
年　　月　　日
　（事業承認者）　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　団　　体　　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職及び氏名  　　　　    印
平成○年度農山漁村活性化再生可能エネルギー総合推進事業実績報告書の提出について
農山漁村６次産業化対策事業実施要綱（平成24年４月20日付け23食産第4049号農林水産事務次官依命通知）第７の規定に基づき、別添のとおり事業実績報告書を提出する。
（要領）
　事業実績報告書として、以下の書類を添付すること。
１．事業実施計画書
（注１）事業実績が承認された事業実施計画から軽微な変更があった場合
は、事業実施計画書のコピーに変更箇所を加筆修正し、添付すること。
（注２）事業実績が事業実施計画の内容と同様の場合においては、「なお、事業の実績内容等は、事業実施計画の内容と同様であった。」旨加筆し、事業実施計画書の添付は省略すること。
２．支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し
３．外部へ事業の一部を委託した場合は、委託契約書の写し
４．本事業による成果を取りまとめた報告書
５．発電事業を行う組織の概要、発電事業の内容、スケジュール等が分かる資料（事業化推進事業の事業実施主体のみとし、４の報告書に同様の内容が含まれる場合は省略することができる。）
別記様式４（第８関係）
番　 　   　号
年　　月　　日
　（事業承認者）　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　団　　体　　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職及び氏名  　　　　    印
平成○年度農山漁村活性化再生可能エネルギー総合推進事業成果状況報告書の提出について
農山漁村６次産業化対策事業実施要綱（平成24年４月20日付け23食産第4049号農林水産事務次官依命通知）第７の規定に基づき、別添のとおり事業成果状況報告書を提出する。
（別添）（第８関係）
１　再生可能エネルギー発電事業を行う組織の概要
　・組織名：
　・代表者：
　・所在地：
　・設立：平成○年○月○日
　・資本金：○○○万円
　・事業内容
２　再生可能エネルギー発電設備の概要
　
　・発電設備の種類：○○発電設備
　・設置場所：
　・設置年月日：平成○年○月○日
　・最大発電出力：○○○kW
　・事業費：○○○千円　
３　発電等の状況
　（例）
　・年間総発電電力量　　　○○kWh　
　・年間売電収入　　　　　○○千円
　・農林漁業の健全な発展に資する取組の内容
　・上記の取組内容を行うために支出した金額：○○○千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売電収入の○％）
４　運営上の課題
５　その他
